
個別法施行状況の概要

廃棄物処理法 ○廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（環境省告示第３４号）

　　廃棄物の減量化の目標量

　 　　５３ 　― 　　５１ 　― 　　４９ 　― 　　５５ ５４ 　―
　　　５．９ （１１％） 　　１０ （２０％） 　　１２ （２４％） 　　　８ （１５％） ９ （１６％）

中間処理による減量 　　３５ （６６％） 　　３４ （６７％） 　　３１ （６３％） 中間処理による減量 　　３７ （６７％） ３７ （６７％）
　　１２ （２３％） 　　　７．７ （１５％） 　　　６．４ （１３％） 　　１０ （１８％） ９ （１７％）
　４１０ 　― 　４３９ 　― 　４５８ 　― 　４００ 　― 393 　―
　１６８ （４１％） 　２０５ （４７％） 　２１７ （４７％） 　１８３ （４６％） 182 （４６％）
　１７５ （４３％） 　１９７ （４５％） 　２１１ （４６％） 　１７５ （４４％） 172 （４４％）
　　６６ （１６％） 　　３６ 　（８％） 　　３０ 　（７％） 　　４２ （１０％） 40 （１０％）

（注）　単位：百万㌧　（　　）内は、各年度の排出量を１００としたときの割合。 出典：一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成１３年度実績）

　　　　基本方針においては、一般廃棄物の排出量を「計画収集量＋直接搬入量＋資源ごみの集団回収量」と定義している。 　　　　産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成１４年度実績）

　　　　中間目標年度（１７年度）：その達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえて必要な見直しを実施する。 　　　　　（１７年１月公表）

○廃棄物処理施設整備計画（平成１５年１０月１０日閣議決定）

ごみのリサイクル率 ごみのリサイクル率
ごみ減量処理率 ごみ減量処理率
一般廃棄物最終処分場の残余年数 一般廃棄物最終処分場の残余年数
し尿の衛生処理率 し尿の衛生処理率
汚水処理人口普及率 汚水処理人口普及率
浄化槽処理人口普及率 浄化槽処理人口普及率

出典：一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成１４年度実績）（１７年１月公表）

※「平成１５年度末の汚水処理人口普及率について」（１６年８月公表）

資源有効利用促進法 ○パーソナルコンピューターの製造等の事業を行う者の使用済パーソナルコンピューターの自主回収及び再資源化に
　 関する判断の基準となるべき事項を定める省令

　　　再資源化の目標

出典：平成１５年度資源有効利用促進法に基づく自主回収及び再資源化の

各事業者等による実施状況の公表について（１６年９月公表）

○密閉型蓄電池の製造等の事業を行う者及び密閉型蓄電池使用製品の製造等の事業を行う者の使用済密閉型
　 蓄電池の自主回収及び再資源化に関する判断の基準となるべき事項を定める省令

　　　再資源化の目標

出典：平成１５年度資源有効利用促進法に基づく自主回収及び再資源化の

各事業者等による実施状況の公表について（１６年９月公表）

平成14年度

平成１４年度
１５．９％
９５．７％

１５．０％
９４．７％

１３．１年
９６．２％

　　　※７７．７％

施　　　行　　　状　　　況

　　　　※８．１％

平成９年度
平成１７年度 平成２２年度

１４年度 １９年度

約４１％→約４７％に増加

概ね半減

排出量
再生利用量

最終処分量
排出量

平成１３年度

一　般

産　廃
再生利用量
中間処理による減量
最終処分量

約５％削減
約１１％→約２４％に増加

一　般

７６％

個　　別　　法 法　　　　　定　　　　　目　　　　　標　　　　　等

９年度に対する２２年度の目標
目標量

廃棄物処理・
　　　　　リサイクル法

目標及び指標（１４年度→１９年度）

概ね半減
増加を１２％に抑制

８％

２１％
９７％

概ね１００％
８６％
１１％

１４年度の水準を維持

１６％
９５％

９６％

排出量
再生利用量

最終処分量

産　廃

排出量
再生利用量
中間処理による減量
最終処分量

７０．９％
液晶式表示装置 ６３．４％

５５％
５５％

６６．２％
７２．９％

１２．５年
９５．５％

　　　※７７．７％

２０％ ３８．７％ ４３．８％
７７．５％

ノートブックパソコン ４８．７％

再資源化率

　　　　※８．１％

平成１３年度

目標（率）

５０％

参考（再資源化率）
１３年度 １４年度
７３．７％ ７５．１％ デスクトップパソコンデスクトップパソコン

ノートブックパソコン
ブラウン管式表示装置
液晶式表示装置

１５年度

目標（率）
参考（再資源化率）

１３年度 １４年度
再資源化率
１５年度

６６．７％
６３．０％

ブラウン管式表示装置

ニカド電池 ６０％ ７０．９％ ７２．３％
ニッケル水素 ５５％ ６９．０％ ８０．０％
リチウム二次電池 ３０％ ５２．７％ ５３．８％

ニカド電池 ７３．５％
ニッケル水素 ７７．６％
リチウム二次電池 ５６．１％
小型シール鉛電池 ５０．０％小型シール鉛電池 ５０％ ５０．０％ ５０．０％

資料３（３）
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容器包装リサイクル法 （参考）容器包装廃棄物の分別収集量、再商品化量及び分別収集実施市町村数

注）分別収集実施市町村数は、「ペットボトル」のみを計上。 出典：平成１５年度における分別収集及び再商品化の実績について

　　　　平成１５年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別

（参考）ペットボトルの生産量に対する分別収集の比率（回収率） 　　　　収集及び再商品化の実績について（１６年８月公表）

家電リサイクル法 ○特定家庭用機器再商品化法施行令第４条（再商品化等の基準）
　　　再資源化の目標

出典：家電リサイクル法施行状況（平成１５年実績）（１６年４月公表）

食品リサイクル法 ○食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針
　　　食品循環資源の再生利用等を実施すべき量に関する目標
　食品循環資源の再生利用等の実施率を平成１８年度までに２０％に向上させることを目的とする。
ただし、平成１３年度の時点において２０％を上回る事業者にあっては、現在の実施率を維持向上させることを目標とする。

建設リサイクル法 ○特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等に関する基本方針
○建設リサイクル推進計画２００２
　　　再資源化等に関する目標

アスファルト・コンクリート塊 アスファルト・コンクリート塊
コンクリート塊 コンクリート塊
建設発生木材 建設発生木材
建設発生木材 建設発生木材
建設汚泥 建設汚泥
建設混合廃棄物 建設混合廃棄物
建設廃棄物全体 建設廃棄物全体

出典：平成１４年度建設副産物実態調査結果について（１６年２月公表）

自動車リサイクル法 ○使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則第２６条（自動車製造業者等の再資源化を実施すべき量に関する基準）
　　　再資源化に関する目標

施　　　行　　　状　　　況

９１．６％
９６．５％

１５年度
３，１９３，８６８
２，６２６，０８９
２，５３８，０１６

９６．６％
２，８９１

７８％

１５年度
４３６，５５６
２１１，７５３
４８．５％

参考（再商品化率）

４３％

再生利用等の実施率
食品製造業

２３％
１７％

再商品化率

再資源化・
縮減率

平成１４年度実績

再資源化
率

９９％
９８％
６１％

再資源化・
縮減率

８９％

食品産業計

６９％

平成１７年度 平成２２年度

建設リサイクル推進計画２００２

　　　９６％以上
　　　９８％以上
　　　９６％以上
６５％
９５％

４１％７５％
平成１２年度比５０％削減

９１％
平成１２年度比２５％削減

８８％
―

３０％ ５０％

　　　平成１２年度比３１％削減

９２％―

平成１７～２１年度 平成２２～２６年度 平成２７年度以降

―
８５％

９５％
―

９０％
６０％

平成２２年度
９５％ 　　　９８％以上

再資源化率
６０％

９５％
―

基本方針

食品小売業
外食産業

４０％食品産業計

６５％

６９％
食品卸売業 ４５％

洗濯機

１５年度実績

テレビ ７８％
冷蔵庫 ６３％

再商品化率
１５年度

再商品化等基準

６０％ エアコン ８１％
１５年度
８１％

４３６，５５６
市町村分別収集量（トン） ２１１，７５３
回収率（％） ４８．５

１３年度 １４年度
４１２，５６５

洗濯機

４５．６％回収率（％）

生産量（トン）
市町村分別収集量（トン）

５５％

１８８，１９４

再生利用等の実施率

４０２，７２７
１６１，６５１
４０．１％

１３年度 １４年度
７８％ ７８％

５６％ ６０％

全市町村に対する実施率 ９１．６％
人口カバー率 ９６．５％

１５年度
生産量（トン）

再商品化
量

年間再商品化量（トン） ２，５３８，０１６
年度別年間再商品化率 ９６．６％

分別収集
実　　　施
市町村数

実施市町村数 ２，８９１

１５年度
分　　 別
収 集 量

年間分別収集計画量（トン） ３，１９３，８６８
年間分別収集量（トン） ２，６２６，０８９

２，６１７
８０．６％
９１．８％

２，７４７
８４．９％
９３．５％

２，３６７，７２１
９７．５％

１３年度
３，０１３，８２７
２，３０３，０３４
２，２１１，０２５

１４年度

９６．０％

３，２７８，０７５
２，４２９，５６０

分　　 別
収 集 量
再商品化
量
分別収集
実　　　施
市町村数

年間分別収集計画量（トン）
年間分別収集量（トン）
年間再商品化量（トン）
年度別年間再商品化率
実施市町村数
全市町村に対する実施率
人口カバー率

エアコン

食品製造業
食品卸売業
食品小売業

５０％冷蔵庫
５０％

７３％ ７５％テレビ

外食産業

６６％
３６％
２５％
１２％

５９％ ６１％

（参考：１４年度実績）

個　　別　　法 法　　　　　定　　　　　目　　　　　標　　　　　等

６３％
６５％

１６年度
８２％
８１％
６４％

エアバッグ類
平成１６年度以降

８５％

再資源化率
自動車破砕残さ

１６年度（４月～９月）
３，４２７，７１３
１，３４６，６８９
１，２９７，３５１

９６．３％
２８５０
９１．８％

１６年度
５１３，７１２

３３，８４９（4～9月分）
２６．１％

９６％
３８％
８３％

６８％

７０％

（参考）
平成１２年度実績

９８％
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PCB廃棄物処理 （参考）
促進特別措置法 PCB特別措置法に基づくPCB廃棄物の保管等の届出の全国集計について

　　１．ＰＣＢ廃棄物の保管状況

高圧トランス
高圧コンデンサ
低圧トランス
低圧コンデンサ
柱上トランス
安定器
PCB
PCBを含む油
感圧複写紙
ウエス
汚泥
その他の機器等

　　２．ＰＣＢ廃棄物を保管する事業所におけるPCB使用製品の使用状況

高圧トランス
高圧コンデンサ
低圧トランス
低圧コンデンサ
柱上トランス
安定器
PCB
PCBを含む油
その他の機器等

グリーン購入法 （参考）
○国等の各機関におけるグリーン購入の平成１４年度調達実績

平成１３年度の調達実績と調達率が比較可能な品目の比較（単位：品目数）
紙　　類 文具類 機　　器 OA機器 家電製品 照　　明 繊維製品 役　　務 合　　計

２ ４１ ７ ６ ４ ２ ５ １ ６８
１ ６ １ １ ０ ０ １ ０ １０
０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １
３ ４７ ８ ７ ４ ２ ７ １ ７９

○国等の各機関におけるグリーン購入の平成１５年度調達実績

平成１４年度の調達実績と調達率が比較可能な品目の比較（単位：品目数）

紙　　類 文具類 機　　器 OA機器 家電製品 エアコン 照　　明
制服・
作業服

インテリ
ア・寝装寝

役　　務 合　　計

２ ３１ ３ ７ ５ １ ２ ２ ６ １ ６０
４ ２６ ７ ４ １ ０ ０ ０ ２ ０ ４４
３ ７ ０ ３ ０ １ ０ ０ ３ ０ １７
９ ６４ １０ １４ ６ ２ ２ ２ １１ １ １２１

フロン回収破壊法 （参考）
○フロン類回収業者等の登録数

○特定製品からのフロン回収・破壊量

フロン類の破壊量（トン）
※平成14年10月～平成15年３月の半年分

施　　　行　　　状　　　況

合　　　計

使用事業所数 使　　　用　　　量
１５年３月集計

2,377台

8,175台

２，６３９台

３ｋｇ
５５ｋｇ

８６８，２５６個

１５年３月集計

１５年３月集計

１，９６７，０００台
１７，５１０台

６１６台
３０，５０２台
１，６８９台

３ｋｇ 18kg
８，９２８台

３１，６５３台 30,190台
４５３台 838台

３３，０９３台 41,505台

185トン

15,430台
240,002台
34,679台

1,796,644台
1,974,106台
5,099,425個

1505

１６３，６３２トン
６６２トン６７９トン

19,611トン171 １９，００５トン
２３３，５３４トン 97,186台

２３９トン２１５トン
１７，６９８トン
１９９，８７３台

650

785
395

3295
142
11944
202

2,429

１６年度
－
－

2,976

１５年度

１６年度

26,824
（※）94,773
29,982

１５年度

※平成１６年１２月３１日時点

81

第一種フロン類回収業者

第二種特定製品（トン）
第一種特定製品（トン） 1,889

638

第一種フロン類回収業者
第二種特定製品引取業者
第二種フロン類回収業者

個　　別　　法 法　　　　　定　　　　　目　　　　　標　　　　　等

３５，６５５
３３０

２，３８８

廃棄物の種類
１３年７月集計

保管事業所数
１５年３月集計

2162
43586
401

１１１
８，７３６
１５６
４７９
３４７
４０１
１０６
９５５

６６４，９４７個 557,929個

１，７１３，２９１台
４，１７０８３９個
１２，９５５トン
１４２，２６１トン

93トン
175,244トン
722トン

１７１トン

７９ｋｇ 76kg

廃棄物の種類

６，０３３ ６，９９６ 8,046

１，９５２，５００台 1,879,900台

２２０，３４５台
３０，４１２台

１，１４６，３８３台

３６３
５９９

４０，４１２
２７０

２，６２４

１６，４９６台１，８０４１，５８３
１４年３月集計 １３年７月集計

保　　　管　　　量
１４年３月集計

３３９ ３９９

４９４
１３８

１，４７４

１０３
１１，２７３

１８６

５２ ６９ 58
３３５ ２５７ 277

557

調達率下降

調達率上昇

分　　　野

ほぼ同等

４ ８

７

17

７ 7

調達率下降

１２ 14
１２３ １６０ 335

合　　　計

分　　　野
調達率上昇

ほぼ同等

４，８２４，９７３個

４２，０６７台
８

２，７０５ ２，１７３ 2,019

２４２，３３９台
３８，１２１台

１，３６７，７２４台
１，７７２，５６３台

１５，０７７台

フロン類破壊業者
26,927

64

24,171

１４年度 １５年度

25,637
63,798

（平成１５年４月１日現在）

第一種特定製品からの回収量（トン）
第二種特定製品からの回収量（トン）

1,653
（※）389

（平成１６年４月１日現在） （平成１７年４月１日現在）

フロン類破壊業者

第二種特定製品引取業者

フロン類の破壊量（トン）

59,606

76

2,429

1,958 －
－

１４年度

25,821 第二種フロン類回収業者

１４年３月集計１３年７月集計 １３年７月集計 １４年３月集計
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